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都 市 経 営 局  事 務 分 掌 

 

経営企画調整部 

総務課 

１ 局内の人事、文書、予算及び決算に関すること。 

２ 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

３ 局の危機管理に関すること。 

４ 局区長会に関すること。 

５ 他の部、室、課の主管に属しないこと。 

 

大都市制度･地方分権推進課 

１ 大都市制度その他の地方自治制度に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

２ 地方分権の推進に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

３ 指定都市市長会に関すること。 

 

政策部 

政策課 

１ 政策、財政及び行政運営に係る重要施策の企画、立案及び調整に関すること。 

２ 総合計画の策定及び進行管理に関すること。 

３ 中期計画における重点行財政改革の推進に関すること。 

４ 横浜国際港都建設審議会に関すること。 

５ 政策支援に関すること。 

６ 政策に係る課題及び都市問題等の基礎的調査研究に関すること。 

７ 各種統計情報の解析に関すること。 

８ 地理情報システムの活用推進に関すること。 

９ 広域行政の推進及び広域連携に関すること。 

  

公共施設政策課 

１ 公共施設の保全並びに利用及び活用に関する政策の企画、立案及び総合調整に

関すること。  

 

都市経営推進部 

都市経営推進課 

１ 都市経営に係る基本的な方針に関すること。 

２ 横浜市経営諮問委員に関すること。 

３ 市政報道及び報道機関との連絡に関すること。 
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秘書部 

秘書課 

１ 市長及び副市長の秘書に関すること。 

２ 一般褒章及び表彰並びに各種待遇者に関すること。 

３ 儀式及び交際に関すること。 

４ 横浜市功労者審査委員会に関すること。 

５ 市長公舎の維持管理に関すること。 

６ 秘書事務に係る情報の収集等に関すること。 

 

国際政策室 

国際政策課 

１ 国際政策の企画、立案、調整等に関すること。 

２ 国際儀礼に関すること。 

３ 各国大使館・領事館、国際機関等との連絡調整に関すること。 

４ 海外に設置する事務所に関すること。 

５ 地域の国際化に関すること。 

６ 財団法人横浜市国際交流協会に関すること。 

 

東京事務所 

  １ 国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関すること。 
  ２ 市政に関連のある情報及び資料の収集に関すること。 
  ３ 特命事項に関すること。 

 

大学調整課 

１ 公立大学法人横浜市立大学に関すること。 

２ 横浜市公立大学法人評価委員会に関すること。 

３ 市内大学等との連携の推進に関すること。 

 

基地対策課 

１ 米軍施設の返還促進に関すること。 

２ 返還跡地の利用に関すること。 

３ 米軍施設に関する連絡及び調整に関すること。 
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ＡＰＥＣ・創造都市事業本部 事 務 分 掌 

 

創造都市推進部 

創造都市推進課 

１ 創造都市の形成に係る文化事業の総合的な企画及び調整に関すること。 

２ 創造都市の形成に係る文化芸術活動の拠点の整備及び運営管理並びにこれら

に係る企画、調査及び調整に関すること。 

３ 財団法人横浜開港 150 周年協会に関すること。 

４ 開港 150 周年記念事業に関すること。 

５ 他の課の主管に属しないこと。 

 

戦略的事業誘致課 

１ 国際会議及び大規模イベントの誘致に関すること。 

 

ＡＰＥＣ開催推進部 

ＡＰＥＣ開催推進課 

１ 2010 年におけるＡＰＥＣ（ アジア太平洋経済協力をいう。）の横浜での開催 

に関すること。 

 

 

共創推進事業本部 事 務 分 掌 

 

共創推進課 

１ 構造改革特別区域法(平成 14 年法律第 189 号)及び地域再生法(平成 17 年法律

第 24 号)に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

２ 指定管理者制度に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

３ 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律(平成 18 年法律第 51 号)

に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

４ 広告事業及び協賛金収入等に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

５ 施設等の命名権に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

６ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成 11 年

法律第 117 号)に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

７ その他民間事業者等との連携に係る施策の企画、立案、総合調整、相談等に関

すること。 

 



























































平成２２年度

事 業 概 要事 業 概 要

共創推進事業本部



（千円）

本　年　度

292,998

- １ -

共創推進事業本部予算総括表

区　　分

２款１項４目

共創推進費

増　△　減

△26,630

前　年　度

319,628



千円

千円

千円

　　　
千円

千円

千円

千円

　　　　　

　　　　　

244,710千円（△18,113千円）

　事業内容

　 途上国の都市が抱える課題の解決に資するため、あわせて国際社会における都市間競
争力の向上などを目指して、国際機関や民間企業などと連携しながら、上下水道やごみ処
理をはじめとした本市の有する環境技術等を活用した技術提供の仕組みづくりを推進しま
す。
　 平成22年度は、21年度の検討結果を踏まえ、構想の実現に向け、国際援助機関など関
係機関との具体的な調整を行っていきます。

　ＰＦＩ事業の適正な推進に向けて、よりわかりやすく透明性のある運用手続きを目指して、
現行の「ＰＦＩガイドライン」の見直しを図り、ＰＦＩ事業における地域活性化への貢献やモニタ
リング方策等の充実が図れるよう改善を行っていきます。
　また、各局の事業実施にあたり、専門性や客観性を確保する必要があることから、学識経
験者等による審査委員会を適宜開催し、事業者の選定等の手続きを適切に行っていきま
す。

　適切な施設マネジメントの確立を目指して21年10月に策定した「指定管理者制度運用ガ
イドライン」に基づき、市民サービスの向上と効果的な管理運営の実現に向け、より適正な
制度運用を進めます。
   23年度から500以上の施設で２期目の指定管理期間を開始するにあたり、22年度につい
ては特に、１期目の実施状況を踏まえて第三者評価制度の改善を行うとともに、各施設の
より安定的な管理運営を確保するため、指定管理者に対する財務モニタリングの充実を図
ります。

４　ＰＦＩ推進事業費 1,266千円（△54千円）

５　行政資源等の活用による国際貢献事業費

前　年　度
予　算　額

県

- ２ -

２９０,２５８

本
年
度
の
財
源
内
訳

国

０

　財源の確保や経費の縮減を図るため、印刷物、ＷＥＢページなど、様々な資産を広告媒
体として活用するとともに、民間からの物品等の提供やイベントへの協賛の受入れなどに
ついても取り組みます。
　また、民間と行政が相互に効果を実感できる手法を工夫し、ネーミングライツ（施設等に
愛称等を付ける権利）やタイアップ事業（民間企業等が持つ資源やノウハウを取り入れた共
同事業）などについても推進を図ります。

560千円（△855千円）

5,000千円（△6,836千円）

　 共創フォーラムの開催や共創フロントの運用など、
民間と行政のコミュニケーションを通じて新たな公民
連携事業の創出を目指します。
   また、官民の対話を通じて、京浜臨海部などをモ
デルとした地域活性化方策や、公有資産の利活用
方策などの検討を進めます。

1

２６,６３０

本　年　度
予　算　額

２,７４０その他

３１９,６２８

０

差　　引

共創推進費

６　人件費

   民間と行政の対話を進め、パートナーシップを強
化し、それぞれが持つ資源やノウハウを活用して公
共サービスの向上や事業機会の創出を図り、社会的
課題の解決を目指します。
 　平成22年度は、事業本部発足３年目の年として、
公民連携のさらに幅広い取り組みを庁内外に展開し
ていきます。

※（　　）内は前年比増減額

１　共創推進運営費 23,567千円(5,083千円)

2　指定管理者制度運用事業費 17,895千円（△5,855千円）

3　広告推進事業費

２９２,９９８

市　費





 

 

  公公民民連連携携先先進進都都市市へへのの挑挑戦戦  

市民が力を合わせて創ってきた都市横浜。厳しい社会経済状況の中においても、創意

工夫を重ねて活力と魅力あふれるまちづくりに向けた挑戦こそが求められています。 

共創推進事業本部は「民間と行政の架け橋」として多彩な公民連携事業を推進し、企

業・NPO・大学など多様な公共の担い手の知恵を生かして横浜活性化を目指します。 

今年度は本部 3 年目として、公民連携の庁内外への更なる展開と定着を図ります。 

 
 
 
 
」」」 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
         

「「幸幸感感度度」」アアッッププ仕仕事事ススタタイイルル  

３つの感性を磨き、「市民の幸せ」と「職員の幸せ」を同時に目指す！ 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

 

 

  

 

 

 

「「好好感感度度」」  

～ 共 感 の 相 乗 効 果 ～

■オープンな対話力を駆使

し、アイデアの種から新たな公

共的な価値を創造します。 

■庁内外でのコミュニケーショ

ンを展開し、信頼性のあるネ

ットワークを広げます。 

 

「「高高感感度度」」  

～ ニ ー ズ の キ ャ ッ チ ～

■市民ニーズへの先見力・洞

察力・分析力を磨きます。 

■組織ビジョンを共有し、タテヨ

コ自在なチーム編成で取り組み

ます。 

 

「「公公感感度度」」  

～ 新 し い 公 共 づ く り ～ 

■市民、企業、行政の「三方よ

し」（WIN-WIN-WIN）の関係作

りを目指します。 

■良き価値は世界共通。地域

と世界を結びグローカルに発信

します。 

 

①①  公公民民連連携携のの輪輪のの拡拡大大  

庁内において公民連携を担う人材を着実に

育成していくとともに、民間提案窓口である

「共創フロント」や民間と行政の議論・交流の

場である「共創フォーラム」を通じて、公民連

携の輪を庁内外で広げます。 

②②  PPPPPP 手手法法のの持持続続的的改改善善  

ニーズと効果を検証して、指定管理者、PFI、

広告事業、ネーミングライツなどの公民連携手

法の更なる改善を図るとともに、公有資産利活

用、企業とのコラボレーションなどの新たな手

法の構築に努めます。 

③③  実実践践的的ププロロジジェェククトトのの提提案案  

公民連携による国際貢献の仕組みづくりや

市民参加型の国際的なシティプロモーション

活動の創出、都心部・臨海部・郊外部など地域

特性に応じた活性化策など、実践的なプロジェ

クトを提案して具体化を目指します。 

④④  創創造造的的チチーームムププレレーーのの実実現現  

目標を共有化し仕事の進め方を常に見直し

て、ワークライフバランスや環境に配慮した職

場作りに努めることにより、職員の満足度を高

め創造的なチーム力を発揮して、市民的価値な

ど、より質の高い公民連携事業を創出します。



 

①①  公公民民連連携携のの輪輪のの拡拡大大 

【主な事業・取組】 【指標】 

 公民連携に関する相談・提案

の窓口『共創フロント』の運用 

 共創フロントへの提案受付（２００件（３年間累計）） 

 提案実現件数（努力目標：５０件（３年間累計）） 

 公民連携の意義を官民双方

に示す『共創フォーラム』の開

催と情報発信 

 共創オープンフォーラムの開催（２回） 

 共創オープンフォーラム等への参加者数（延べ３，０００人（３年間累計）） 

 WEB による発信（特集掲載１０回） 

 庁内人材育成研修『共創アク

ションセミナー』の実施 

 共創アクションセミナーの開催（１０回） 

 共創アクションセミナーへの参加者数（延べ１，７００人（３年間累計）） 

 庁内への情報提供  YCAN へのﾚﾎﾟｰﾄ掲載などによる、庁内への情報発信の充実（平均１回/週） 

②②  PPPPPP 手手法法のの持持続続的的改改善善  

【主な事業・取組】 【指標】 

 公民連携による公有資産利

活用の推進 

 新しい公募手法によるモデルプロジェクト（複数）の実施（３月） 

 公民連携による公共施設保

全方策の検討 

 新たな公民連携による公共施設改修手法の検討、報告書の作成（３月） 

 PFI 事業の着実な推進と継続

的な運用改善 

 モニタリング結果の集約、ＰＦＩ事業審査委員会からの意見聴取（９月） 

 事務手続きの軽減策の実施（１２月） 

 指定管理者制度の着実な運

用と改善 

 次期指定に向けた区局のサポート（５０９施設） 

 指定管理者第三者評価制度のガイドライン及びマニュアルの改訂（３月） 

 広告事業・ネーミングライツの

着実な推進と改善 

 職員向けの広告事業実務マニュアル等の改善・整理（３月） 

 ネーミングライツガイドライン改善（１０月） 

 ネーミングライツ新規導入（１件以上） 

③③  実実践践的的ププロロジジェェククトトのの提提案案  

【主な事業・取組】 【指標】 

 行政資源等の活用による国

際貢献事業 

 本市のまちづくりのノウハウ・国際ネットワークを活かした新たな国際貢献の仕

組みの確立（３月） 

 WEB ポータル、シビックプライ

ドを活用した国際的シティープ

ロモーション 

 ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄの立ち上げと多様な主体による情報発信の仕組みの確立（９月） 

 企業・市民とのアイディアの共有によるプロモーション活動の創出（５件以上） 

 地域活性化プロジェクトにおけ

る公民連携の推進 

 都心部、臨海部、郊外部などにおけるﾓﾃﾞﾙ地域で公民連携策を実施（３月） 

 地域活性化取組における公民連携の役割、手法などの検証、取りまとめ（３月）

④④  創創造造的的チチーームムププレレーーのの実実現現  

【主な事業・取組】 【指標】 

 ワークライフバランスの推進  各人で定時退庁日を設定（週２日） 

 年次休暇の積極的な取得（年間１０日以上） 

 フラットな組織による風通しの

良い組織体制の確立 

 組織内の情報共有実施（朝礼：毎日、全体会議：毎週１回） 

 「業務進捗シート」を用いた全体での進捗確認、情報共有（毎月１回） 

 インターンシップなど庁外の人材の受入・交流（通年） 

 環境配慮の取組  グリーン購入、ペーパーレス化の促進（通年） 

 緑のカーテン育成（８月） 

 具体化した環境に資する共創事業への参加（１件以上/人） 
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